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  ―市民参画のまちづくりを原点に計画・運営両面の再構築が必要― 
（1）市民参画で LRTを核としたまちづくりを展開すること 
（2）第 3セクターによる LRT運行を成功させるために，どうすべきか 
（3）自治体が地域交通全体のコントローラーになり，運輸連合の結成による共通 
   運賃制採用を 
むすび ―交通法体系の抜本的組み替えを― 







                                                          
本稿は文部科学省科学研究費補助金「都市の変容と都市型サービス産業の課題」（課題番号 16610009）による研
究の一環である。 
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を左右するといってさしつかえないであろう。いわばローカル鉄道線再生の試金石ともいえる





 21世紀初頭の日本の交通社会のあり方を左右する状況として，次の 3点が指摘される。 
①長命社会到来による移動制約者の著しい増加 













 京都議定書は，1997年 12月に京都市で開催された気候変動枠組み条約第 3回締結国会議（COP3）
で採択され，先進国に二酸化炭素（CO2）や代替フロンなど 6種の温室効果ガスの削減を義務づ
けた。人口比率でわずか 2.3％にすぎない日本からの CO2排出量は世界第 4位を占めており，
2008年から 2012年の温室効果ガスの年平均排出量を 1990年比で 6％削減する義務が課され
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10) 富山市と「北陸線・ローカル線の存続と公共交通をよくする富山の会」（略称：公共交通をよくする富山の会）
（次頁に続く） 
JR富山港線の LRT転換と課題（下）（土居） 27 
 JR富山港線はそのルーツは私鉄であり，駅間間隔は平均 888メートルと全国の JR鉄道のな
かで抜きんでて短いものであったが，富山ライトレール線では新駅を 4駅開設し，平均駅間間











表 3 現行 JR富山港線と富山ライトレール線のサービスレベルの対比 
項  目 富山ライトレール線 
（LRT運行時の想定） 
JR富山港線 
（現行） 備  考 
①始発・終発 5時台・23時台 6時台・21時台  
②ピーク時の運行間隔 朝ラッシュ時 10分 
昼・夕ラッシュ時 15分 30分～60分 
 
③1日の本数（往復） 130本 40本  
④駅数 13駅 10駅  
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（3）「公設民営」方式の採用―地方自治体の全面支援― 








の旅客鉄道会社（Train Operating Company：TOC）および 6つの貨物鉄道会社に分割された時
期があった。さらに 3つの車両リース会社（Rolling Stock Leasing Company：ROSCO），13の線
路保線会社（Infrastruture Company：ISCO）などおよそ 100の組織に細分された。その後レー
ルトラックが経営破綻し，鉄道の「上下分離方式」の是非論が展開された。12) 




                                                          
11) 日本においても線路と運行主体を分ける考え（＝上下分離）は制度化されている。鉄道事業者の区分けは 1987
年に施行された鉄道事業法に規定されており，第 1種鉄道事業者，第 2種鉄道事業者，第 3種鉄道事業者があ
る。すなわち，第 1 種鉄道事業者は，自らが鉄道線路を敷設して運送を行うとともに，自己の線路を第 2 種鉄
道事業者に使用させる事業の許可を受けた者。第 2種鉄道事業者は，第 1種鉄道事業者，または第 3種鉄道事
業者が敷設した鉄道線路を使用して運送を行う許可を受けた者。第 3種鉄道事業者は，鉄道線路を敷設して第 1
種鉄道事業者に譲渡するか，または第 2種鉄道事業者に使用させる許可を受けた者，となっている。 
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13) 富山市は第 3セクター鉄道富山ライトレール株式会社への資本金 2 億の出資以外に，基金に 1億を計上し，
また富山県では 8,000万円の出資のほか，基金に 7,000万円を支出している。 






















































































                                                                                                                                                        
け付ける。募集は会社設立後，車両デザイン決定後，開業後の 3回に分け，期間はいずれも 3カ月程度とする。 
    市民への基金の呼びかけについては，「富山港線路面電車化支援のお願い」（富山ライトレール株式会社のホー 
ムページ：http://www.t-lr.co.jp/からアクセス）を参照。 

















けた，いわゆる「転換第 3セクター鉄道」37社の経営状況（経常損益）を 2001年と 2002年度




                                                          
14) こうした開発型第 3セクターの抱える問題点は多い。まず第 1に，第 3 セクターの抱える最大の矛盾は，公
的（公共）セクターのもつ公共性と私的（民間）セクターの営利性・利潤追求という相反する論理を同一組織
にもつ点である。この 2 つの論理は，時として激しくぶつかり合う。しかし，第 3 セクターの行動はあくまで
も利潤追求に傾いている。その点では一般に営利会社と何ら変わりない。 
  第 2に，一般に公共機関からの第 3セクターへの“天下り”が多く，第 3セクターを利用しやすい。官と民
との共同出資で役員も出し合うので，もちつもたれつの癒着関係にならないように警戒が必要なのに，野放し
にされている。 
  第 3 に，住民監視，住民参加の排除の問題がある。その取り組む事業が公共性が高い事業にもかかわらず，
住民のチェックがなされない。また，そこでは公的事業で当然守られるべき行政水準の常識が守られていない。 
  第 4 に，責任の所在が極めてあいまいで，第 3 セクターの経営上の尻ぬぐいが，往々にして地方自治体に持
ち込まれるという問題がある。 
  以上，主要な点を列挙したが，第 3セクターは極めて問題の多い事業体といえる。 
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               表 4 第 3セクター鉄道 37社の概況 （開業順，特記以外 2001年度） 
経常損益 基金総額 













1 三陸鉄道 1984.4.1 107.6 511 448 -68 -103 648 
2 神岡鉄道 1984.10.1 ＊19.9 86 96 -38 -55 373 
3 樽見鉄道 1984.10.6 ＊34.5 816 281 -58 -124 20 
4 鹿島臨海鉄道 1985.3.14 ＊53.0 2,474 1,371 44 65 - 
5 北条鉄道 1985.4.1 13.6 616 59 -30 -28 10 
6 三木鉄道 1985.4.1 6.6 361 34 -65 -62 - 
7 由利高原鉄道 1985.10.1 23.0 742 97 -79 -76 580 
8 明知鉄道 1985.11.10 25.1 766 137 -9 -24 10 
9 甘木鉄道 1986.4.1 13.7 1,909 231 -8 -2 480 
10 南阿蘇鉄道 1986.4.1 17.7 633 94 -0 -2 354 
11 阿武隈急行 1986.7.1 54.9 2,140 908 -47 -26 - 
12 野岩鉄道 1986.10.9 30.7 1,052 437 -132 -132 - 
13 秋田内陸縦貫鉄道 1986.11.1 94.2 380 220 -303 -297 2,269 
14 長良川鉄道 1986.12.11 72.1 653 361 -90 -121 600 
15 天竜浜名湖鉄道 1987.3.15 67.7 991 509 -86 -110 454 
16 伊勢鉄道 1987.3.27 22.3 3,037 569 10 10 567 
17 信楽高原鐡道 1987.7.13 14.7 1,315 122 -48 -40 409 
18 会津鉄道 1987.7.16 57.4 1,021 487 -194 -185 508 
19 錦川鉄道 1987.7.25 32.7 736 118 -16 -13 391 
20 若桜鉄道 1987.10.14 19.2 858 105 -54 -35 371 
21 愛知環状鉄道 1988.1.31 45.3 5,379 2,106 -75 -52 - 
22 いすみ鉄道 1988.3.24 26.8 764 122 -133 -175 1,204 
23 のと鉄道 1988.3.25 94.1 919 508 -294 -299 0 
24 土佐くろしお鉄道 1988.4.1 66.6 1,291 961 -81 -54 365 
25 松浦鉄道 1988.4.1 93.8 1,096 857 -14 -72 521 
26 真岡鐡道 1988.4.11 41.9 1,557 415 -11 -12 278 
27 北近畿タンゴ鉄道 1988.7.16 114.0 1,168 1,566 -547 -545 8 
28 山形鉄道 1988.10.25 30.5 872 190 -142 -123 269 
29 わたらせ渓谷鉄道 1989.3.29 44.1 793 274 -76 -139 727 
30 高千穂鉄道 1989.4.28 50.0 557 183 -65 -70 444 
31 北海道ちほく高原鉄道 1989.6.4 140.0 302 240 -382 -379 5,970 
32 平成筑豊鉄道 1989.10.1 ＊49.2 1,179 488 -39 22 458 
33 くま川鉄道 1989.10.1 24.8 1,605 183 -4 -17 526 
34 阿佐海岸鉄道 1992.3.26 8.5 194 16 -53 -52 314 
35 智頭急行 1994.12.3 56.1 2,785 2,895 540 424 289 
36 北越急行 1997.3.22 59.5 7,087 3,814 992 917 - 
37 井原鉄道 1999.1.11 41.7 993 350 -346 -298 643 
（注）営業キロ＊印は貨物営業を含む。金額の単位は百万円。2002年度の経常損益・基金総額は速報値。 
（出所）鈴木文彦「苦境の三陸鉄道 転換第三セクターの現実」『鉄道ジャーナル』No.454，2004 年 8 月号，22 ページ
より。 
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 岩手県の三陸鉄道株式会社が最初の第 3セクター鉄道として 1984年 4月 1日に開業して以
来，20年が経過した。その他鉄道建設公団（当時）の工事が完成した新規建設線も第 3セクター
鉄道方式でひきうけることになり，計 37社がある。 
 全国 37 の第 3 セクター鉄道の多くは過疎地域を運行しており，はじめから儲からないとこ
ろで運営するゆえに，いつ赤字でつぶれても不思議でない状況といえる。私鉄に転換した青森
県の弘南鉄道と下北交通の 2社は既に鉄道を廃止している。第 3セクター鉄道では石川県の「の
と鉄道」の部分廃止（2001年 3月穴水－輪島間廃止，穴水－蛸島間も 2005年 3月廃止。穴水－七尾間
のみ存続）以外は存続し，地域住民の交通権を保障する点で大きな役割を果たしてきた。 
 国土交通省の 2002 年度の第三セクター鉄道 37 社の経営状況（速報値）の発表（『朝日新聞』
2003年 7月 19日付）によると，黒字は 5社のみで赤字会社は前年度より 1社減ったものの，全
国 37社の輸送人員は 0.1％減って 5,086万人，経常損失の総額は 3億円余り増えて 22億 8,400
万円となった。赤字会社 32社の経常損失の合計は，前年度比 4.8％増の 37億 2,200万円となっ
ている。 
・黒字会社／（ ）内は経常収益額で単位は百万円 
1位 北越急行 （917） 
2位 智頭急行 （424） 
3位 鹿島臨海鉄道 （65） 
4位 平成筑豊鉄道 （22） 














表 5である。開業以降は，収入は年間 2～3千万円程度支出を下回るが，富山地方鉄道の市内 
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表 5 富山ライトレール線の収支推移見通し※1 
（単位：百万円） 
1年目 6年目 11年目 15年目 開業後年数 
平成 18年 平成 23年 平成 28年 平成 32年 
運輸収入 213 200 236 227 
運輸雑収入 6 6 7 7 
?
 ?
 収入計 219 206 243 234 
人件費 168 168 168 168 
諸経費 46 46 46 46 





支出計 238 229 231 232 
償却前損益 -19 -23 12 2 
 
収支試算の前提条件 
①乗客数     開業時      約 4,200（人／日）と仮定 
         市内線直通運転時 約 5,000（人／日）と仮定 
②運行間隔    富山駅～岩瀬浜駅 15分間隔と仮定 
             （早朝及び 20時以降 30分間隔） 
③年間走行距離  約 350,000（km／年）と仮定 
④職員数     28人と仮定 
⑤1人当り人件費  6百万円（1年当り）と仮定 







表 6 富山ライトレール線の単年度社会的便益試算 
（単位：億円） 
路面電車化 高架化 ケース   
項目 平成 18年 平成 28年 平成 18年 
所要時間短縮 05.40 16.30 14.10 
利用者に帰属する便益 
移動費用低減 10.50 10.60 10.70 
交通事故軽減 10.26 10.31 10.19 
CO2排出等削減 10.11 10.13 10.09 
その他の主体に帰属する
便益 
道路混雑緩和 11.00 14.40 18.20 







事完了（開業 3年と仮定）まで道路混雑が発生すると仮定した不便益分を含む  
（出所）表 5と同じ。 
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表 7 富山ライトレール線の 30年間の社会的便益試算※1（30年間※2，社会的割引率 4％※3） 
（単位：億円）  
   路面電車化 高架化 バス代替※４ 
所要時間短縮 90 57 0 利用者に帰属する便益 
移動費用低減 9 9 0 
交通事故軽減 4 3 0 
CO2排出等削減 2 1 0 
その他の主体に帰属する便益 









合    計  306 189 0 
 
（単位：億円）  
  路面電車化 高架化 バス代替 
事業収支    ▲3※6       0※7    22※8 
建設投資 ▲45 ▲60 ▲2 






用 合    計 ▲68 ▲60 14 
 
（単位：億円）  














※ 4：便益額の計算は，バス代替による便益との差として試算しており，便益を 0としている。 
※ 5：費用のかかるものや赤字となるものはマイナス表示。黒字となるものをプラス表示とした。 







※ 9：開業後 30 年間で発生すると考えられる設備更新費の 30年間（平成 18～47年度）の累積値としている。 
※10：路面電車化における設備更新費は，現時点では詳細な施設計画がないが，車両や線路施設などの更新費用と
して約 15～20億円程度が見込まれる。試算にあたっては，安全側を見て 20億円を採用する。 
※11：純便益は，バス代替と比較して試算している。（路面電車化計算例：306－（68－（－14））＝224） 
（出所）表 5と同じ，ただし 17ページより。 





























































（2）第 3セクターによる LRT運行を成功させるために，どうすべきか 
 第 3セクター鉄道は極めて欠点が多いので，予測される問題点を具体的に改善することが必要
である。果たして具体的にどのようにすることが良いだろうか。いくつかの選択肢を提供したい。 
 1つは，万葉線株式会社の第 3セクターづくりの教訓を生かすべきである 15)。 
                                                          
15) 以下は 『北陸中日新聞』こちら富山支局「新生・万葉線」 2002年 4月 1日掲載記事より，部分引用。 
（次頁に続く） 
海水浴場（8） 
岩 瀬 浜（7.5） 
競輪場前（7） 









下 奥 井（2） 
久 方 町（1.5） 









（出所）富山県交通政策研究グループ「『富山型』公共交通優先社会への提案」，『運輸と経済』2003 年 5 月号，79 ペー
ジより。 
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 富山県内には既に万葉線（全延長 12.8 km）が，富山県・高岡市・新湊市・市民などの出資に






 「万葉線株式会社」の資金計画では，初期投資額 6億円については，行政及び，民間の計 4
者が同等に負担することになり，行政の負担額 4.5億円については，すべて出資金とする。 民







                                                                                                                                                        












を導入する予定だ。三セク運行が始まる 4月 1日からは，新しい外装デザインの車両が走る。 
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経営才覚のある民間人を起用することが望まれる。例えば最近の起用例を紹介したい。「埼玉県





14.6 kmを結び 2001年 3月に開業。利用客数が見込みを大幅に下回り，3期連続で 70～90億
円の赤字を出し，275億円の累積損失を抱える」（2004年 7月 1日の新聞記事からの要約）。 

























立命館経営学（第 44巻 第 2号） 40 
制化されている。その後同法は 1998年 21世紀交通公正法＝TEA－21に改訂されたが，その
基本的枠組みは継承され，一層の発展を目指すものとなっている。 

















































 図 6はオーストラリアのメルボルンの運賃ゾーン区分を示した地図である。そこでは 3ゾー
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24 時間乗車出来る）」，「Weekly（約 4 日分の運賃で 7 日間利用出来る）」，「Monthly／Yearly（月／




表 8 ゾーン運賃制―メルボルンの 2時間フリーチケットの運賃 
（単位：A$） 
ゾーン 1 2 3 1 2 2 3 1 2 3 
Full Fare 2.30 1.70 1.70 3.90 3.20 5.30 
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・RACDA高岡（正式名称は「路面電車と都市の未来を考える会・高岡」）編著刊『万葉線と RACDA高
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